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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 65,443 68,798 72,728 163,317 169,499

経常利益 (百万円) 880 986 1,955 6,242 8,134

中間(当期)純利益 (百万円) 309 456 932 3,167 4,041

純資産額 (百万円) 107,152 108,321 110,891 110,322 111,296

総資産額 (百万円) 141,147 148,652 154,686 155,378 165,842

１株当たり純資産額 (円) 1,237.65 1,250.78 1,280.91 1,273.35 1,285.28

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 3.57 5.27 10.78 35.55 46.70

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 75.9 72.8 71.6 71.0 67.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,105 9,254 3,571 8,196 16,577

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 809 △2,003 1,609 △5,175 △12,594

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,377 △1,226 △1,241 △1,361 △1,239

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 18,122 21,300 21,960 15,279 18,027

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,827
(246)

1,829
(259)

1,852
(263)

1,808
(249)

1,802
(261)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用している。 

  

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 63,678 66,433 70,740 159,463 164,805

経常利益 (百万円) 905 931 1,875 6,221 8,110

中間(当期)純利益 (百万円) 333 426 871 3,201 4,080

資本金 (百万円) 19,350 19,350 19,350 19,350 19,350

発行済株式総数 (千株) 94,159 94,159 94,159 94,159 94,159

純資産額 (百万円) 105,725 106,793 109,189 108,833 109,762

総資産額 (百万円) 138,226 145,299 151,271 152,656 162,326

１株当たり純資産額 (円) 1,218.06 1,230.66 1,258.83 1,253.01 1,265.08

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 3.84 4.92 10.05 35.89 47.02

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 14.00 14.00

自己資本比率 (％) 76.5 73.5 72.2 71.3 67.6

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,754
(246)

1,756
(259)

1,776
(263)

1,731
(249)

1,727
(261)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、提出会社から他社への出向者を除き、また、臨時従業員数は( )内に当中間会

計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

建設事業
921
(132)

製造・販売事業
422
(128)

その他の事業
24
(─)

全社(共通)
485
(3)

合計
1,852
(263)

従業員数(名)
1,776
(263)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原油価格の高騰や、米国経済の減速という予断を許さぬ状況が

続いたものの、企業部門の好調さや個人消費の拡大など民間需要に支えられた緩やかな景気の回復がみ

られた。 

しかしながら公共投資は毎年減少し続け、道路業界は過当競争がさらに進み厳しい状況のまま推移し

た。 

当グループはこのような情勢のもと、民間工事を主体とした営業に一層注力するとともに、製品部門

の強化に取り組んできた。 

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は727億2千8百万円(前年同期比5.7％増)、営業利益は17億

6千1百万円（前年同期比152.3％増）、経常利益は19億5千5百万円(前年同期比98.3％増)、中間純利益

は9億3千2百万円(前年同期比104.4％増)となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

(建設事業) 

当中間連結会計期間の受注工事高は552億9千6百万円(前年同期比0.5％減)、完成工事高は459億9

百万円(前年同期比2.2％増)、営業利益は16億9千7百万円(前年同期比36.4％増)となった。 

(製造・販売事業) 

当中間連結会計期間のアスファルト合材及びその他製品売上高は264億7千4百万円(前年同期比

12.3％増)、営業利益は18億5千5百万円(前年同期比56.8％増)となった。 

(その他の事業) 

当中間連結会計期間のその他売上高は3億4千4百万円(前年同期比4.4％増)、営業利益は4千8百万

円(前年同期比25.6％増)となった。  

  

当グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大き

いため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期

の業績に季節的変動がある。  

ちなみに、前中間連結会計期間の売上高は687億9千8百万円であったが、前連結会計年度における売

上高は1,694億9千9百万円である。 

所在地別セグメントの業績については、全セグメントの売上高の合計に占める本邦の売上高の割合が

90％超であるため、記載を省略している。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ39億3千2百万円増加
し、219億6千万円となった。 
① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間の収入に比べ56

億8千2百万円減少し、35億7千1百万円の収入となった。これは主に、前連結会計年度末が休日であっ

た影響により期首の仕入債務残高が増加したことによるものである。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間の20億3百万円

の支出から16億9百万円の収入となった。これは主に、有価証券の取得による支出の減少によるもの

である。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間の支出に比べ1

千4百万円増加し、12億4千1百万円の支出となった。これは主に、自己株式の取得による支出の増加

によるものである。 

  

「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

 
(注) １ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

２ ( )内は前年同期比である。 

  

(2) 売上実績 

  

 
(注) １ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

２ ( )内は前年同期比である。 

  

当グループの建設事業及びその他の事業では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状  

況」は記載していない。 

区分 前中間連結会計期間(百万円) 当中間連結会計期間(百万円)

建設事業 55,597 55,296( 0.5％減)

製造・販売事業 23,568 26,474(12.3％増)

合計 79,166 81,771( 3.3％増)

区分 前中間連結会計期間(百万円) 当中間連結会計期間(百万円)

建設事業 44,899 45,909( 2.2％増)

製造・販売事業 23,568 26,474(12.3％増)

その他の事業 330 344( 4.4％増)

合計 68,798 72,728( 5.7％増)



建設事業は、提出会社に係る受注・売上の状況が当グループの受注・売上の大半を占めているので, 参

考のため提出会社個別の事業の状況を示すと次のとおりである。 

  

    提出会社個別の建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 期中受注工事高には、前期以前に受注した工事で、契約の変更により、請負金額に変更のあるものについて

の増減額を含めている。従って期中完成工事高にもこの増減額が含まれている。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、手持工事高の工事進捗部分である。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致する。 

  

② 受注工事高及び完成工事高の状況 

受注工事高及び完成工事高について上半期の１年通期に占める割合は、次のとおりである。 

  

 
  

期別 工種別
期首繰越 
工事高 
(百万円)

期中受注 
工事高 

(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高 

(百万円)

期末繰越工事高 期中 
施工高 
(百万円)手持工事高

(百万円)
うち施工高 
(％、百万円)

前中間会計期間
(自平成18年４月１日
至平成18年９月30日)

アスファ
ルト舗装

16,515 47,389 63,904 39,247 24,657 30.5 7,531 42,844

コンクリ
ート舗装

1,434 612 2,046 405 1,641 14.7 241 497

土木工事 3,599 6,998 10,598 4,350 6,248 20.0 1,249 5,094

計 21,549 55,000 76,549 44,002 32,547 27.7 9,022 48,436

当中間会計期間
(自平成19年４月１日
至平成19年９月30日)

アスファ
ルト舗装

22,372 47,252 69,625 40,222 29,403 35.3 10,383 45,089

コンクリ
ート舗装

391 355 746 535 211 52.7 111 519

土木工事 3,250 6,414 9,665 4,416 5,248 27.5 1,441 5,061

計 26,014 54,022 80,037 45,174 34,863 34.2 11,936 50,670

前事業年度
(自平成18年４月１日
至平成19年３月31日)

アスファ
ルト舗装

16,515 97,890 114,405 92,033 22,372 24.7 5,516 93,615

コンクリ
ート舗装

1,434 1,208 2,642 2,251 391 32.5 127 2,229

土木工事 3,599 12,926 16,526 13,275 3,250 24.5 796 13,567

計 21,549 112,025 133,574 107,559 26,014 24.8 6,441 109,413

期別

受注工事高(百万円) 完成工事高(百万円)

１年通期(A) 上半期(B) (B)／(A)％ １年通期(C) 上半期(D) (D)／(C)％

第80期 101,535 48,986 48.2 100,758 39,446 39.1

第81期 103,483 51,059 49.3 105,870 42,406 40.1

第82期 112,025 55,000 49.1 107,559 44,002 40.9

第83期 ― 54,022 ― ― 45,174 ―



③ 完成工事高 

  

 
(注) １ 前中間会計期間の完成工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりである。 

 
２ 当中間会計期間の完成工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりである。 

 
３ 前中間会計期間及び当中間会計期間ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

  

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

アスファルト舗装 3,367 35,879 39,247

コンクリート舗装 ― 405 405

土木工事 12 4,337 4,350

計 3,380 40,621 44,002

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

アスファルト舗装 4,214 36,007 40,222

コンクリート舗装 223 311 535

土木工事 59 4,357 4,416

計 4,497 40,677 45,174

発注者 工事名

国土交通省 春日和田山道路青垣地区舗装工事

東京都 街路築造工事（１７四－環８北町）

西松建設株式会社 （小金井）緑町グラウンド改修工事

国土交通省 国道５４号三入舗装修繕工事

不動建設株式会社 （仮称）板橋物流センター新築工事廃棄物混合土処理工事

発注者 工事名

中日本高速道路株式会社 首都圏中央連絡自動車道八王子中舗装工事

国土交通省 日本海沿岸東北自動車道 松ヶ崎道路舗装工事

成田国際空港株式会社 Ａ・Ｐ誘導路舗装改修工事（平成１８）

国土交通省 糠塚道路舗装工事

岡山電気軌道株式会社 一般国道２号岡南電線共同溝工事の施工に伴う軌道設備の移設工事



④ 手持工事高(平成19年９月30日現在) 

  

 
(注) 手持工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりである。 

 
  

(3) 製造・販売事業における生産及び販売の状況 

  

 
(注) １ アスファルト合材の生産実績と売上数量との差は社内使用数量である。 

２ その他売上高は、アスファルト乳剤、砕石等の素材の販売などの売上高である。 

  

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

アスファルト舗装 8,715 20,687 29,403

コンクリート舗装 5 206 211

土木工事 3,523 1,725 5,248

計 12,244 22,618 34,863

発注者 工事名 完成予定年月

国土交通省 １号城東関目電線共同溝工事 平成19年12月

西日本高速道路株式会社 第二名神高速道路 甲南舗装工事 平成20年４月

東日本高速道路株式会社 北関東自動車道 上三川舗装工事 平成20年３月

国土交通省 出雲バイパス神立外舗装工事 平成19年12月

国土交通省 ２号長田西電線共同溝工事 平成20年２月

期別

アスファルト合材 その他
売上金額 
(百万円)

売上高合計 
(百万円)生産実績 

(千ｔ)
売上数量
(千ｔ)

売上金額
(百万円)

前中間連結会計期間
(自平成18年４月１日
至平成18年９月30日)

3,566 2,461 16,535 7,033 23,568

当中間連結会計期間
(自平成19年４月１日
至平成19年９月30日)

3,908 2,767 19,047 7,427 26,474

前連結会計年度
(自平成18年４月１日
至平成19年３月31日)

8,868 6,228 42,689 16,744 59,433



３ 【対処すべき課題】 

下半期については、原油価格の上昇と、米国経済をはじめとした国際情勢の先行きが懸念されるもの

の、民間需要による景気回復は今後も暫くは続くものと思われる。 

道路業界においては、公共投資の減少基調は変わらず、原材料価格の値上げ等も懸念され、今後の経営

はこのまま厳しい環境のもとに置かれることが見込まれる。 

当グループとしては、「人と環境を大切にした事業活動」を誠実に推し進め、引き続き機動力を駆使し

て民間顧客の拡大を図り、工事の受注確保に努めるとともに、環境関連事業として投資してきた土壌浄化

プラントや、木質バイオマスによる発電・熱供給施設を収益基盤として確実なものとし、中期経営計画の

終年度に相応しい業績を確保すべく努力していく所存である。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当グループは、国や地方公共団体における公共施設の長寿命化を目的としたシステムの導入、また、ヒ

ートアイランド現象や沿道騒音等の環境問題及び高齢化社会への対応等、社会及び国民的ニーズに応える

べく、「コスト縮減」、「工期短縮」、「耐久性の向上」、「環境性能の向上」の４つのテーマを重点に

研究開発に取り組んでいる。 

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は2億7千8百万円である。なお、当グループは建設事業

及び製造・販売事業が一連のものであり、事業の種類別セグメント毎の明確な関連づけは困難である。 

当中間連結会計期間における研究開発活動は次のとおりである。 

  
(1) コスト縮減 

現在、積雪寒冷地における住宅の玄関・駐車スペース等の融雪システムには、電気や温水を利用
したロードヒーティングシステムが多く採用されている。今後、高齢化社会の進行に伴い融雪シス
テム導入の増加が予想されるので、現状システムに比べて経済負担が少なく、環境に配慮した融雪
システムの研究開発に取り組んでいる。 
限られた事業費による増大した道路ストックの維持管理、雨天走行時の安全性向上、タイヤ路面

騒音の低減等の社会的ニーズに応えるため、従来の切削補修工法よりコストが縮減できる薄層排水
性舗装のオーバーレイ工法の研究開発に取り組み、公道での検証を継続中である。 

  
(2) 工期短縮 

交通渋滞の解消を目的とした立体交差道路の建設、老朽化した橋梁の補修や架け替え等、鋼床版
上の舗装工事の増加が予想されている。これらの工事の工期短縮を図るために、従来のグースアス
ファルト防水層に代わる施工性と供用性に優れた舗装材料の研究開発に取り組んでいる。 

  

(3) 耐久性の向上 
近年、鋼床版形式の橋梁において、鋼床版の剛性不足による疲労亀裂が発生している。その対策

として特殊コンクリート舗装を鋼床版上に施工して一体化させ剛性を高めて耐久性向上を図る技術
の確立に取り組んでいる。 

  
(4) 環境性能の向上 

バイオマスガス化発電施設を合材工場に併設し、熱源を骨材等の加熱乾燥エネルギーに利用する
システム及び合材工場の稼動に連動するバイオマス出力（電気及び熱）の制御方法の開発に取り組
んでいる。 
ヒートアイランド対策として、これまで保水性舗装の路面温度低減効果の持続性向上を図るため

貯水槽一体型保水性ブロック舗装の研究開発に取り組み、公園での効果の持続性や耐久性の検証を
継続中である。 
舗装工事で散布したアスファルト乳剤が合材運搬車のタイヤに付着して現場から持ち出されるこ

とにより、周辺道路が汚されること及び、舗装下地路面との接着性の低下が懸念されることに対応
して、タイヤ付着抑制型乳剤の研究開発を終了した。現在、その全国展開にむけて製造・散布方法
の改良や更なる性能向上に取り組んでいる。 
車両の大型化や交通量の増大による騒音・振動等の幹線道路の沿道住民に対する環境問題が顕在

化している。騒音対策としては低騒音舗装等が施工され効果を上げているが、振動対策においては
まだ効果的な舗装技術がないことから、交通振動軽減舗装の開発に取り組んでいる。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した設備の新設計画は次のとおりである。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

  

  

  

  

  

  

会社名 所在地
事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
投資金額
(百万円)

資金調達方法 取得年月

提出会社
東京都西多摩郡 
瑞穂町

製造・販売事業 土地、機械装置等 1,614 自己資金 平成19年４月取得済



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 193,000,000

計 193,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 94,159,453 94,159,453
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 94,159,453 94,159,453 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の他、当社が7,420千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合7.88％)所有している。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、当社として把握することができない。 

３ アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社から平成19年７月19日付の大量保有報告書の提出があ

り、平成19年７月13日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けたが、当社として当中間会計期間末

現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

 なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

 
  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金 
増減額

資本準備金
残高

(千株) (千株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

平成19年９月30日 ― 94,159 ― 19,350 ― 23,006

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

前田建設工業株式会社 千代田区富士見２丁目10番26号 20,460 21.73

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

中央区晴海１丁目８番11号 5,222 5.55

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

港区浜松町２丁目11番３号 4,872 5.17

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
５０５０１９

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 
518 IFSC DUBLIN, IRELAND

2,583 2.74
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業務
室）

(中央区日本橋兜町６番７号)

ノーザン トラスト カンパニ
ー(エイブイエフシー)サブ ア
カウント アメリカン クライ
アント

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON 
E14 5NT UK

2,284 2.43

(常任代理人 香港上海銀行東
京支店)

(中央区日本橋３丁目11番１号)

前田道路社員持株会 品川区大崎１丁目11番３号 2,153 2.29

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口)

中央区晴海１丁目８番12号 晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ
棟

1,918 2.04

シービーエヌワイ デイエフエ
イ インターナショナル キャ
ップ バリュー ポートフォリ
オ

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA 
MONICA, CA 90401 USA

1,855 1.97

(常任代理人 シティバンク銀
行株式会社)

(品川区東品川２丁目３番14号)

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 

P.O.BOX 351 BOSTON
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A.

1,601 1.70(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室)

(中央区日本橋兜町６番７号)

共栄火災海上保険株式会社 港区新橋１丁目18番６号 1,500 1.59

計 ― 44,448 47.21

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

アクサ・ローゼンバーグ証券投
信投資顧問株式会社

港区白金１丁目17番３号 5,220 5.54



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権7個)含まれ

ている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、次の株式数が含まれている。 

(1) 自己保有株式数 

 
(2) 相互保有株式数 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 
普通株式

7,420,000
― ―

(相互保有株式) 
普通株式

597,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

85,018,000
85,018 ―

単元未満株式
普通株式

1,124,453
― ―

発行済株式総数 94,159,453 ― ―

総株主の議決権 ― 85,018 ―

前田道路株式会社所有 397株

東海アスコン株式会社所有 105株

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数に
対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
前田道路株式会社

品川区大崎 
１丁目11番３号

7,420,000 ― 7,420,000 7.88

(相互保有株式) 
東海アスコン株式会社

豊橋市石巻平野町 
字日名倉37番地

497,000 ― 497,000 0.53

(相互保有株式) 
双和産業株式会社

松本市大字芳川小屋 
９番地17

100,000 ― 100,000 0.11

計 ― 8,017,000 ― 8,017,000 8.51



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部の実績による。 

  

３ 【役員の状況】 

該当事項なし。 

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 962 1,068 1,096 1,122 1,098 1,037

低(円) 915 930 1,000 1,055 891 925



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載している。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期

間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けてい

る。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金預金 20,189 17,846 16,915

受取手形・完成工事 
未収入金等

※１ 28,738 28,501 43,444

有価証券 8,716 9,607 12,710

未成工事支出金等 10,306 12,912 7,608

その他 8,332 8,178 9,554

貸倒引当金 △973 △872 △959

流動資産合計 75,310 50.7 76,174 49.2 89,273 53.8

Ⅱ 固定資産

有形固定資産 ※２

建物 10,892 ― ―

建物・構築物 ― 28,056 27,677

機械装置 9,978 ― ―

機械・運搬具 ― 59,871 59,519

土地 34,006 35,244 33,867

建設仮勘定 ― 3,588 3,347

その他 3,845 3,608 3,534

減価償却累計額 ― △66,786 △65,656

有形固定資産合計 58,722 63,582 62,288

無形固定資産 505 661 687

投資その他の資産

投資有価証券 11,301 11,342 10,825

その他 2,812 2,985 2,768

貸倒引当金 ─ △61 ─

投資その他の 
資産合計

14,113 14,266 13,593

固定資産合計 73,341 49.3 78,511 50.8 76,569 46.2

資産合計 148,652 100.0 154,686 100.0 165,842 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

工事未払金等 23,512 24,215 32,949

未払法人税等 387 693 3,605

未成工事受入金 4,953 6,383 3,877

賞与引当金 2,010 2,409 2,661

役員賞与引当金 45 49 90

完成工事補償引当金 70 70 69

工事損失引当金 122 55 6

その他 2,964 3,858 5,039

流動負債合計 34,064 22.9 37,734 24.4 48,299 29.1

Ⅱ 固定負債

退職給付引当金 5,667 5,624 5,692

役員退職慰労引当金 406 325 436

その他 192 111 117

固定負債合計 6,266 4.2 6,060 3.9 6,246 3.8

負債合計 40,331 27.1 43,795 28.3 54,546 32.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

資本金 19,350 19,350 19,350

資本剰余金 23,013 23,016 23,015

利益剰余金 68,166 71,470 71,752

自己株式 △4,111 △4,151 △4,124

  株主資本合計 106,419 71.6 109,685 70.9 109,993 66.3

Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券 
評価差額金

1,924 1,049 1,252

為替換算調整勘定 △96 70 △31

  評価・換算差額等 
  合計

1,827 1.2 1,119 0.7 1,221 0.8

Ⅲ 少数株主持分 73 0.1 85 0.1 82 0.0

純資産合計 108,321 72.9 110,891 71.7 111,296 67.1

負債純資産合計 148,652 100.0 154,686 100.0 165,842 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 68,798 100.0 72,728 100.0 169,499 100.0

Ⅱ 売上原価 63,555 92.4 66,351 91.2 152,703 90.1

売上総利益 5,243 7.6 6,376 8.8 16,796 9.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 4,545 6.6 4,614 6.4 9,126 5.4

営業利益 698 1.0 1,761 2.4 7,669 4.5

Ⅳ 営業外収益

受取利息 57 74 125

受取配当金 133 98 140

持分法による投資利益 38 53 93

投資有価証券売却益 2 2 5

為替差益 7 ― 9

その他 64 73 146

営業外収益計 304 0.4 302 0.4 521 0.3

Ⅴ 営業外費用

為替差損 ― 35 ―

貸倒引当金繰入額 ― 61 ―

その他 16 13 56

営業外費用計 16 0.0 109 0.1 56 0.0

経常利益 986 1.4 1,955 2.7 8,134 4.8

Ⅵ 特別利益

固定資産売却益 ※２ 8 17 17

投資有価証券売却益 174 ― 174

収用補償金 ― ― 275

前期損益修正益 ※３ ― 10 ―

その他 2 1 5

特別利益計 184 0.3 28 0.0 473 0.3

Ⅶ 特別損失

固定資産除却損 ※４ 124 161 304

減損損失 ※５ 14 57 140

投資有価証券評価損 ― 22 ―

会員権強制評価減 0 ― 0

前期損益修正損 ※３ 88 4 166

環境対策費用 ― 31 ―

貸倒損失 ― ― 155

その他 ― 0 4

特別損失計 228 0.3 277 0.4 773 0.5

税金等調整前 
中間(当期)純利益

942 1.4 1,706 2.3 7,834 4.6

法人税、住民税 
及び事業税

199 0.3 608 0.8 3,558 2.1

法人税等調整額 279 0.4 161 0.2 218 0.1

少数株主利益 7 0.0 4 0.0 15 0.0

中間(当期)純利益 456 0.7 932 1.3 4,041 2.4



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 19,350 23,012 69,014 △4,094 107,283

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,215 △1,215

 役員賞与 △89 △89

 中間純利益 456 456

 自己株式の取得 △13 △13

 自己株式の処分 1 2 3

 持分法適用会社に対する 
 持分比率の変動

△5 △5

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額(純額)

―

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― 1 △848 △16 △863

平成18年９月30日残高(百万円) 19,350 23,013 68,166 △4,111 106,419

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,081 △42 3,039 70 110,392

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △1,215

 役員賞与 ― △89

 中間純利益 ― 456

 自己株式の取得 ― △13

 自己株式の処分 ― 3

 持分法適用会社に対する 
 持分比率の変動

― △5

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額(純額)

△1,156 △54 △1,211 3 △1,207

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,156 △54 △1,211 3 △2,071

平成18年９月30日残高(百万円) 1,924 △96 1,827 73 108,321



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 19,350 23,015 71,752 △4,124 109,993

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,214 △1,214

 中間純利益 932 932

 自己株式の取得 △28 △28

 自己株式の処分 1 1 3

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額(純額)

─

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

─ 1 △282 △26 △307

平成19年９月30日残高(百万円) 19,350 23,016 71,470 △4,151 109,685

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,252 △31 1,221 82 111,296

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ─ △1,214

 中間純利益 ─ 932

 自己株式の取得 ─ △28

 自己株式の処分 ─ 3

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額(純額)

△203 102 △101 3 △98

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△203 102 △101 3 △405

平成19年９月30日残高(百万円) 1,049 70 1,119 85 110,891



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 19,350 23,012 69,014 △4,094 107,283

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △1,215 △1,215

 役員賞与 △89 △89

 当期純利益 4,041 4,041

 自己株式の取得 △28 △28

 自己株式の処分 2 4 6

 持分法適用会社に対する 
 持分比率の変動

△5 △5

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 2 2,737 △29 2,710

平成19年３月31日残高(百万円) 19,350 23,015 71,752 △4,124 109,993

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,081 △42 3,039 70 110,392

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 ― △1,215

 役員賞与 ― △89

 当期純利益 ― 4,041

 自己株式の取得 ― △28

 自己株式の処分 ― 6

 持分法適用会社に対する 
 持分比率の変動

― △5

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△1,828 10 △1,818 12 △1,805

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△1,828 10 △1,818 12 904

平成19年３月31日残高(百万円) 1,252 △31 1,221 82 111,296



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期) 
純利益

942 1,706 7,834

減価償却費 2,362 2,692 5,163

貸倒引当金の増加・ 
減少(△)額

58 △26 44

賞与引当金の増加・ 
減少(△)額

△450 △251 200

役員賞与引当金の増加・ 
減少(△)額

45 △41 90

完成工事補償引当金の 
増加・減少(△)額

0 0 0

工事損失引当金の増加・ 
減少(△)額

94 49 △22

退職給付引当金の増加・ 
減少(△)額

△402 △68 △377

役員退職慰労引当金の 
増加・減少(△)額

△21 △111 8

受取利息及び受取配当金 △191 △173 △266

為替差損・益(△) △4 23 △5

投資有価証券等評価損 0 22 0

持分法による投資損失・ 
利益(△)

△38 △53 △93

有形固定資産売却益 △8 △17 △17

有形固定資産除却損 124 161 304

減損損失 14 57 140

貸倒損失 ― ─ 155

収用補償金 ― ─ △275

売上債権の減少・ 
増加(△)額

15,023 15,014 372

未成工事支出金等の 
減少・増加(△)額

△4,123 △5,227 △1,425

仕入債務の増加・ 
減少(△)額

△3,091 △8,729 6,335

未成工事受入金の 
増加・減少(△)額

1,791 2,505 715

前受金の増加・ 
減少(△)額

△26 △22 △90

役員賞与の支払額 △91 ─ △91

その他 △674 △623 26

小計 11,332 6,889 18,729

利息及び配当金の受取額 181 172 261

法人税等の支払額 △2,259 △3,490 △2,413

営業活動による 
キャッシュ・フロー

9,254 3,571 16,577



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

有価証券の取得による 
支出

△10,090 △6,785 △24,678

有価証券の売却等による 
収入

10,394 12,893 20,991

金銭債権信託受益権 
の取得による支出

△8,613 △9,942 △20,539

金銭債権信託受益権 
の売却等による収入

8,339 10,685 19,587

有形固定資産の取得 
による支出

△2,144 △5,113 △7,430

有形固定資産の売却 
による収入

56 58 57

有形固定資産の収用 
による収入

343 ─ 511

国庫補助金による収入 100 661 100

投資有価証券の取得 
による支出

△1,510 △843 △2,467

投資有価証券の売却等 
による収入

1,200 16 1,559

貸付けによる支出 △24 △18 △48

貸付金の回収による収入 12 19 35

その他 △67 △21 △271

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△2,003 1,609 △12,594

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

自己株式の取得・売却 
による純支出

△10 △25 △22

配当金の支払額 △1,215 △1,214 △1,215

その他 △1 △1 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△1,226 △1,241 △1,239

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△3 △6 4

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加・減少(△)額

6,020 3,932 2,748

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

15,279 18,027 15,279

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※１ 21,300 21,960 18,027



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事

項

 子会社３社を連結している。

 連結子会社名及び非連結子会

社名は次のとおりである。

 子会社３社を連結している。

 連結子会社名及び非連結子会

社名は次のとおりである。

 子会社３社を連結している。

 連結子会社名及び非連結子会

社名は次のとおりである。

 連結子会社名

  ㈱ニチユウ、マエダ・パシ

フィック・コーポレーショ

ン、アールテックコンサル

タント㈱

 連結子会社名

  ㈱ニチユウ、マエダ・パシ

フィック・コーポレーショ

ン、アールテックコンサル

タント㈱

 連結子会社名

  ㈱ニチユウ、マエダ・パシ

フィック・コーポレーショ

ン、アールテックコンサル

タント㈱

 非連結子会社名

  会津工業㈱、青葉建設㈱、

㈱石橋組、けやき道路工業

㈱、長沼運送㈲

 非連結子会社名

  会津工業㈱、青葉建設㈱、

㈱石橋組、けやき道路工業

㈱、長沼運送㈱、㈱クラハ

シ、㈱冨士土木

 非連結子会社名

  会津工業㈱、青葉建設㈱、

㈱石橋組、けやき道路工業

㈱、長沼運送㈱、㈱クラハ

シ

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていない。

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていない。

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていない。

２ 持分法の適用に関する

事項

 非連結子会社２社及び関連会

社２社に対する投資について、

持分法を適用している。

 持分法を適用した非連結子会

社名及び関連会社名は次のとお

りである。

 非連結子会社名

  会津工業㈱、青葉建設㈱

 非連結子会社２社及び関連会

社２社に対する投資について、

持分法を適用している。

 持分法を適用した非連結子会

社名及び関連会社名は次のとお

りである。

 非連結子会社名

  会津工業㈱、青葉建設㈱

 非連結子会社２社及び関連会

社２社に対する投資について、

持分法を適用している。

 持分法を適用した非連結子会

社名及び関連会社名は次のとお

りである。

 非連結子会社名

  会津工業㈱、青葉建設㈱

 関連会社名

  東海アスコン㈱、双和産業

㈱

 関連会社名

  東海アスコン㈱、双和産業

㈱

 関連会社名

  東海アスコン㈱、双和産業

㈱

 持分法非適用非連結子会社名

  ㈱石橋組、けやき道路工業

㈱、長沼運送㈲

 持分法非適用非連結子会社名

  ㈱石橋組、けやき道路工業

㈱、長沼運送㈱、㈱クラハ

シ、㈱冨士土木

 持分法非適用非連結子会社名

  ㈱石橋組、けやき道路工業

㈱、長沼運送㈱、㈱クラハ

シ

 持分法非適用会社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の中

間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていな

い。

 持分法非適用会社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の中

間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていな

い。

 持分法非適用会社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の当

期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていない。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算

日(決算日)等に関する

事項

 連結子会社のうち、マエダ・

パシフィック・コーポレーショ

ンの中間決算日は６月30日であ

る。従って中間連結財務諸表の

作成に当たっては、子会社の中

間決算日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、必要な調整を行っている。

同左  連結子会社のうち、マエダ・

パシフィック・コーポレーショ

ンの決算日は12月31日である。

従って連結財務諸表の作成に当

たっては、子会社決算日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引につ

いては、必要な調整を行ってい

る。

４ 会計処理基準に関する

事項

 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法

有価証券 

 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）

有価証券

 満期保有目的の債券

同左

有価証券

 満期保有目的の債券

同左

 その他有価証券

  時価のあるもの

    中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は主として移動平均法に

より算定)

 その他有価証券

  時価のあるもの

同左

   

 その他有価証券

  時価のあるもの

    決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主

として移動平均法により

算定)

  時価のないもの

       移動平均法による原価

法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

たな卸資産

 未成工事支出金

  原価法(個別法)

 材料貯蔵品

  原価法( 終仕入原価法)

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 材料貯蔵品

同左

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 材料貯蔵品

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法

有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は、

主として定率法によっている。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっている。 

 在外連結子会社は主に定額法

によっている。

有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は、

主として定率法によっている。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっている。

 在外連結子会社は主に定額法

によっている。

有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は、

主として定率法によっている。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっている。 

 在外連結子会社は主に定額法

によっている。

 （会計方針の変更）

 法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30日 

政令第83号））に伴い、当中間

連結会計期間から、当社及び国

内連結子会社は、平成19年４月

１日以降取得したものについ

て、改正後の法人税法に基づく

方法に変更している。

 これにより、前中間連結会計

期間と同一の方法によった場合

と比べ、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益が、

それぞれ51百万円減少してい

る。

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

いる。

 （追加情報）

 当中間連結会計期間から、当

社及び国内連結子会社は、平成

19年３月31日以前に取得したも

のについて、償却可能限度額ま

で償却した翌連結会計年度か

ら、残存簿価を５年間で均等償

却する方法によっている。

 これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利

益が147百万円減少している。

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

いる。

無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

長期前払費用 

 定額法によっている。 

 なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。

長期前払費用

同左

長期前払費用

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上

基準

貸倒引当金

  債権の回収危険に対処し、

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

賞与引当金

  当社及び国内連結子会社

は、従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支

給見積額に基づき計上してい

る。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当連結

会計年度における支給見込額

に基づき、当中間連結会計期

間において発生していると認

められる額を計上している。

役員賞与引当金

同左

役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上している。

 （会計方針の変更）

  当中間連結会計期間から

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 

平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用してい

る。

  これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間

純利益が、45百万円減少して

いる。

  なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

している。

―――――――  （会計方針の変更）

  当連結会計年度から「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第４

号）を適用している。

  これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期

純利益が、90百万円減少して

いる。

  なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

している。

完成工事補償引当金

  完成工事に係るかし担保の

費用に備えるため、当中間連

結会計期間末に至る１年間の

完成工事高に対する将来の見

積補償額に基づき計上してい

る。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

  完成工事に係るかし担保の

費用に備えるため、当連結会

計年度の完成工事高に対する

将来の見積補償額に基づき計

上している。

工事損失引当金

  当中間連結会計期間末手持

工事のうち、重要な損失の発

生が見込まれるものについ

て、その損失見込額を計上し

ている。

工事損失引当金

同左

工事損失引当金

  当連結会計年度末手持工事

のうち、重要な損失の発生が

見込まれるものについて、そ

の損失見込額を計上してい

る。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。

  なお、会計基準変更時差異

(674百万円)については、８

年による按分額を退職給付費

用から控除している。

  過去勤務債務は、発生した

各連結会計年度における従業

員の平均残存勤務期間(14～

15年)による定額法により費

用処理している。

  数理計算上の差異は、発生

した各連結会計年度における

従業員の平均残存勤務期間

(14～15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。

退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。

  なお、会計基準変更時差異

(674百万円)については、８

年による按分額を退職給付費

用から控除している。

  過去勤務債務は、発生した

各連結会計年度における従業

員の平均残存勤務期間(12～

15年)による定額法により費

用処理している。

  数理計算上の差異は、発生

した各連結会計年度における

従業員の平均残存勤務期間

(12～15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。

退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ている。

  なお、会計基準変更時差異

(674百万円)については、８

年による按分額を退職給付費

用から控除している。

  過去勤務債務は、発生した

各連結会計年度における従業

員の平均残存勤務期間(12～

15年)による定額法により費

用処理している。

  数理計算上の差異は、発生

した各連結会計年度における

従業員の平均残存勤務期間

(12～15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。

役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労金の

支払いに備えるため、内規に

基づく中間連結会計期間末要

支給総額を計上している。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労金の

支払いに備えるため、内規に

基づく連結会計年度末要支給

総額を計上している。

 (4) 完成工事高の計上基

準

 当社は工事完成基準によって

いる。在外連結子会社は工事進

行基準によっている。

同左 同左

 (5) 重要なリース取引の

処理方法

 当社及び国内連結子会社は、

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ており、在外連結子会社につい

ては、主として通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

同左 同左

 (6) その他中間連結(連

結)財務諸表作成の

ための基本となる事

項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結(連結)キャッ

シュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなる。

同左  連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなる。



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は108,247百万円で

ある。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成してい

る。

―――――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用している。

 これによる損益に与える影響はな

い。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は111,214百万円で

ある。

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成している。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表） （中間連結貸借対照表）

――――――――――――――― １ 当中間連結会計期間において、前中間連結会計期間

まで区分掲記していた「建物」及び有形固定資産「そ

の他」に含めていた「構築物」を「建物・構築物」に

含めて表示し、前中間連結会計期間まで区分掲記して

いた「機械装置」及び有形固定資産「その他」に含め

ていた「車両運搬具」を「機械・運搬具」に含めて表

示している。

  また、前中間連結会計期間まで各資産科目別に直接

控除していた「減価償却累計額」を一括して間接控除

している。

  なお、当中間連結会計期間の「建物」及び「機械装

置」の帳簿価額は、それぞれ11,333百万円と10,183百

万円である。前中間連結会計期間の「建物・構築物」

及び「機械・運搬具」の取得価額は、それぞれ26,716

百万円と58,711百万円である。

――――――――――――――― ２ 当中間連結会計期間において、前中間連結会計期間

まで有形固定資産「その他」に含まれていた「建設仮

勘定」(前中間連結会計期間965百万円)を区分掲記し

た。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 

※１ 当中間連結会計期間末日が休

日（金融機関の休業日）につ

き、中間連結会計期間末満期

手形は、交換日に入出金の処

理をする方法によっている。

   当中間連結会計期間末日満期

手形の金額は次のとおりであ

る。

 受取手形 12百万円

 受取手形 
 裏書譲渡高

1,417

 

※１ 当中間連結会計期間末日が休

日（金融機関の休業日）につ

き、中間連結会計期間末満期

手形は、交換日に入出金の処

理をする方法によっている。

   当中間連結会計期間末日満期

手形の金額は次のとおりであ

る。

 受取手形 19百万円

 受取手形
 裏書譲渡高

1,504

 

※１ 当連結会計年度末日が休日

（金融機関の休業日）につ

き、連結会計年度末満期手形

は、交換日に入出金の処理を

する方法によっている。

   当連結会計年度末日満期手形

の金額は次のとおりである。

受取手形 4百万円

受取手形
 裏書譲渡高

1,648

※２ 有形固定資産減価償却累計額

65,026百万円

※２   ───────  ※２   ───────  

 ○ 受取手形裏書譲渡高

13,131百万円

 ○ 受取手形裏書譲渡高

13,553百万円

 ○ 受取手形裏書譲渡高

16,365百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。

従業員 
給料手当

1,524百万円

賞与引当金 
繰入額

498

退職給付 
費用

103

役員賞与 
引当金 
繰入額

45

貸倒引当金 
繰入額

166

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。

役員賞与
引当金 
繰入額

49百万円

従業員
給料手当

1,569

賞与引当金
繰入額

638

退職給付
費用

153

貸倒引当金
繰入額

133

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。

役員賞与
引当金 
繰入額

90百万円

従業員
給料手当

3,526

賞与引当金 
繰入額

658

退職給付
費用

260

貸倒引当金 
繰入額

474

※２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりである。

機械装置 7百万円

その他 0

計 8

 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりである。

機械・運搬具 17百万円

※２   ───────  

※３ 主として過年度完成工事原価

修正によるものである。

※３ 過年度完成工事高及び完成工

事原価の誤謬等の修正による

ものである。

※３ 主として過年度完成工事原価

修正によるものである。

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりである。

建物 29百万円

機械装置 84

その他 10

計 124

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりである。

建物・構築物 77百万円

機械・運搬具 82

その他 1

計 161

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりである。

建物・構築物 84百万円

機械・運搬具 189

その他 30

計 304



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※５ 減損損失

当グループは、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

た。

用途 遊休資産

種類 土地

場所 栃木県那須町

金額 14百万円

 

※５ 減損損失

当グループは、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

た。

用途 事業用資産

種類 土地

場所
釧路営業所・釧路合材
工場  
北海道釧路市

金額 57百万円

※５ 減損損失

当グループは、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

た。

用途 種類 場所 金額

遊休資産 土地 栃木県那須町 14百万円

事業用資産① 土地
仙台南営業所 

宮城県名取市
64

事業用資産② 土地
南岩手営業所 

岩手県花巻市
28

事業用資産③ 建物
仙台合材工場 

宮城県名取市
13

事業用資産④ 機械
小笠原営業所 

東京都小笠原村
3

事業用資産⑤ 機械等
松阪合材工場 

三重県松阪市
3

事業用資産⑥ 機械等
防府合材工場 

山口県防府市
11

計 140

（経緯）

上記の土地は、当社の保養施設

として使用していたが、稼働率の

低下から当中間連結会計期間末に

おいて使用を停止することを決定

したため、回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損失として

認識した。なお、当資産の回収可

能額は、固定資産税評価額を基礎

に算定した正味売却価額である。

（経緯）

上記の土地は、当社釧路営業所

及び釧路合材工場の資材置き場や

駐車場として使用していたが、稼

働率の低下等から当中間連結会計

期間において使用を停止すること

を決定したため、回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失と

して認識した。なお、当資産の回

収可能額は、固定資産税評価額を

基礎に算定した正味売却価額であ

る。

（経緯）

遊休資産は当社の保養地とし

て、事業用資産①及び②はそれぞ

れ当社仙台南営業所及び南岩手営

業所の資材置き場として使用して

いたが、稼働率の低下等から当連

結会計年度において使用を停止す

ることを決定したため、回収可能

額まで減額し、当該減少額を減損

損失として認識した。なお、当資

産の回収可能額は、固定資産税評

価額を基礎に算定した正味売却価

額である。

事業用資産③は、当社仙台合材

工場の宿舎として使用していた

が、仙台合材工場の移転に伴い稼

働率が低下し、当連結会計年度末

において使用を停止することを決

定したため、使用価値を零として

減損損失を認識した。

事業用資産④～⑥は、それぞれ

当社小笠原営業所、松阪合材工場

及び防府合材工場の設備として使

用していたが、移設等に伴い当連

結会計年度末において閉鎖するこ

とを決定したため、回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

として認識した。なお、当資産の

回収可能額は、正味売却価額であ

る。

事業用資産⑤の減損損失の内訳

は、建物・構築物0百万円及び機

械・運搬具2百万円である。事業用

資産⑥の減損損失の内訳は、建

物・構築物4百万円、機械・運搬具

7百万円及びその他0百万円であ

る。

（グルーピングの方法）

工事事業部門については各事業

所、製品事業部門については各工

場を独立したキャッシュ・フロー

を生み出す 小の単位とし、本店

等の全社資産については共用資産

としてグルーピングしている。

遊休資産については、個別の物

（グルーピングの方法）

工事事業部門については各事業

所、製品事業部門については各工

場を独立したキャッシュ・フロー

を生み出す 小の単位とし、本店

等の全社資産については共用資産

としてグルーピングしている。

遊休資産については、個別の物

（グルーピングの方法）

工事事業部門については各事業

所、製品事業部門については各工

場を独立したキャッシュ・フロー

を生み出す 小の単位とし、本店

等の全社資産については共用資産

としてグルーピングしている。

遊休資産については、個別の物



件毎に評価している。 件毎に評価している。 件毎に評価している。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ○ 季節的変動

  当グループの売上高は、通常

の営業の形態として、上半期に

比べ下半期に完成する工事の割

合が大きいため、連結会計年度

の上半期の売上高と下半期の売

上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動がある。

 ○ 季節的変動

同左

―――――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  
２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加          16,223株 

 持分法適用会社に対する持分比率の変動による増加  13,422株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の売渡請求による売渡しによる減少    4,215株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項なし。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項なし。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 94,159,453 ― ― 94,159,453

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 7,590,071 29,645 4,215 7,615,501

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 1,215 14 平成18年３月31日 平成18年６月30日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加          27,502株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の売渡請求による売渡しによる減少    3,201株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項なし。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項なし。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 94,159,453 ― ― 94,159,453

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 7,629,938 27,502 3,201 7,654,239

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 1,214 14 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加           33,615株 

 持分法適用会社に対する持分比率の変動による増加  13,422株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の売渡請求による売渡しによる減少    7,170株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項なし。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 94,159,453 ― ― 94,159,453

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,590,071 47,037 7,170 7,629,938

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 1,215 14 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,214 14 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

(平成18年９月30日)

現金預金勘定 20,189百万円

有価証券勘定 8,716

計 28,906

預入期間が 
３ヶ月を超え 
る定期預金

△2

償還期間が 
３ヶ月を超え
る債券等

△7,603

現金及び 
現金同等物

21,300

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

(平成19年９月30日)

現金預金勘定 17,846百万円

有価証券勘定 9,607

計 27,454

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

△2

償還期間が
３ヶ月を超え
る債券等

△5,491

現金及び
現金同等物

21,960

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

(平成19年３月31日)

現金預金勘定 16,915百万円

有価証券勘定 12,710

計 29,625

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

△2

償還期間が
３ヶ月を超え
る債券等

△11,595

現金及び
現金同等物

18,027



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得 
価額 
相当額 
(百万円)

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固
定資産 
(工具 
器具・ 
備品)

1,568 957 611

有形固 
定資産 
(その 
他)

2 0 2

無形固
定資産

1,023 372 651

合計 2,595 1,329 1,265

 

取得
価額 
相当額 
(百万円)

減価
償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固 
定資産
(機械 
・運搬
具)

24 9 15

(その 
他)

942 634 308

無形固
定資産

1,069 586 483

合計 2,037 1,230 806

 

取得
価額 
相当額 
(百万円)

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固
定資産
(機械
・運搬
具)

24 11 12

(その
他)

1,289 909 379

無形固
定資産

1,046 476 569

合計 2,360 1,398 961

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 519百万円

１年超 745

合計 1,265

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 394百万円

１年超 412

合計 806

 ②未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 411百万円

１年超 550

合計 961

   なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

している。

同左    なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 297百万円

減価償却費相当額 297

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 224百万円

減価償却費相当額 224

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 499百万円

減価償却費相当額 499

 ④減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 ④減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) 満期保有目的の債券 

 
(2) その他有価証券 

 
  

 当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) 満期保有目的の債券 

 
(2) その他有価証券 

 
  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 5,284 8,509 3,225

(2) その他 11 12 0

合計 5,296 8,521 3,225

コマーシャル・ペーパー 4,896百万円

社債 3,206百万円

マネー・マネージメント・ファンド 408百万円

中期国債ファンド 704百万円

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 5,939 7,677 1,738

(2) その他 11 11 0

合計 5,951 7,689 1,738

国債

コマーシャル・ペーパー

4,993百万円

3,497百万円

社債 1,498百万円

マネー・マネージメント・ファンド 409百万円

中期国債ファンド 706百万円



 前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1) 満期保有目的の債券 

 
(2) その他有価証券 

   
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項なし。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項なし。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項なし。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項なし。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項なし。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項なし。 

  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(1) 株式 5,342 7,442 2,099

(2) その他 11 12 0

合計 5,354 7,454 2,100

国債

コマーシャル・ペーパー

4,999百万円

4,395百万円

社債 3,699百万円

マネー・マネージメント・ファンド 409百万円

中期国債ファンド 705百万円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

２ 各事業区分に属する主な事業内容 

建設事業   ：舗装、土木及びこれらに関する事業 

製造・販売事業：アスファルト合材・乳剤等の製造販売に関する事業 

その他の事業 ：建設機械・事務用機器等のリース業務、保険代理業務、コンサルタント等に関する事業

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,770百万円であり、当社本店の管

理部門に係る費用である。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3) 重要な引

当金の計上基準 役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用している。

これにより、当中間連結会計期間の消去又は全社の営業費用が45百万円増加し、営業利益が同額減少してい

る。 

  

建設事業 
(百万円)

製造・
販売事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

44,899 23,568 330 68,798 ― 68,798

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 9,383 418 9,802 (9,802) ―

計 44,899 32,952 748 78,600 (9,802) 68,798

営業費用 43,654 31,769 710 76,134 (8,033) 68,100

営業利益 1,245 1,182 38 2,466 (1,768) 698



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

２ 各事業区分に属する主な事業内容 

建設事業   ：舗装、土木及びこれらに関する事業 

製造・販売事業：アスファルト合材・乳剤等の製造販売に関する事業 

その他の事業 ：建設用機械・事務用機器等のリース業務、保険代理業務、コンサルタント業務等に関す

る事業 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,845百万円であり、当社本店の管

理部門に係る費用である。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減

価償却資産の減価償却の方法 有形固定資産（会計方針の変更）」に記載のとおり、当中間連結会計期間か

ら、当社及び国内連結子会社は、平成19年4月1日以降に取得したものについて、改正後の法人税法に基づく

方法に変更している。これにより、当中間連結会計期間の営業費用は、建設事業が0百万円、製造・販売事

業が16百万円、その他の事業が0百万円及び消去又は全社が33百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少

している。 

５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減

価償却資産の減価償却の方法 有形固定資産（追加情報）」に記載のとおり、当中間連結会計期間から、当

社及び国内連結子会社は、平成19年3月31日以前に取得したものについて、償却可能限度額まで償却した翌

連結会計年度から、残存簿価を5年間で均等償却する方法によっている。これにより、当中間連結会計期間

の営業費用は、建設事業が34百万円、製造・販売事業が110百万円及び消去又は全社が1百万円増加し、営業

利益がそれぞれ同額減少している。 

  

建設事業 
(百万円)

製造・
販売事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

45,909 26,474 344 72,728 ─ 72,728

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 9,999 384 10,384 (10,384) ─

計 45,909 36,474 728 83,112 (10,384) 72,728

営業費用 44,211 34,619 680 79,510 (8,544) 70,966

営業利益 1,697 1,855 48 3,601 (1,839) 1,761



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

(注) １ 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

２ 各事業区分に属する主な事業内容 

建設事業   ：舗装、土木及びこれらに関する事業 

製造・販売事業：アスファルト合材・乳剤等の製造販売に関する事業 

その他の事業 ：建設用機械・事務用機器等のリース業務、保険代理業務、コンサルタント業務等に関す

る事業 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は3,578百万円であり、当社本店の管

理部門に係る費用である。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3) 重要な引当金

の計上基準 役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4号）を適用している。これによ

り、当連結会計年度の消去又は全社の営業費用が90百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

  
  
【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略

している。 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略

している。 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略

している。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略している。 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略している。 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略している。 

  

建設事業 
(百万円)

製造・
販売事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

109,296 59,433 769 169,499 ─ 169,499

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 22,486 862 23,349 (23,349) ─

計 109,296 81,920 1,632 192,849 (23,349) 169,499

営業費用 103,581 76,462 1,561 181,604 (19,774) 161,830

営業利益 5,715 5,457 71 11,244 (3,575) 7,669



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

   ２ １株当たり純資産額及び１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、次のとおりである。 

     (1) １株当たり純資産額 

  

 
  

  (2) １株当たり中間(当期)純利益 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,250.78円 １株当たり純資産額 1,280.91円 １株当たり純資産額 1,285.28円

１株当たり中間純利益 5.27円 １株当たり中間純利益 10.78円 １株当たり当期純利益 46.70円

項目
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 108,321 110,891 111,296

純資産の部の合計額 
から控除する金額

(百万円) 73 85 82

(うち少数株主持分) (百万円) (73) (85) (82)

普通株式に係る 
純資産額

(百万円) 108,247 110,805 111,214

１株当たり純資産額 
の算定に用いられた 
普通株式の数

(千株) 86,543 86,505 86,529

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 456 932 4,041

普通株式に係る 
中間(当期)純利益

(百万円) 456 932 4,041

普通株式の 
期中平均株式数

(千株) 86,562 86,518 86,549



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項なし。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当社は、平成19年12月21日開催の取締役会において、株式会社冨士土木を、株式交換により当社の完

全子会社とすることを決議し、同日付けで株式交換契約を締結した。 

株式交換の内容は、次のとおりである。 

(1) 株式交換の目的 

株式会社冨士土木は、昭和34年創業以来、東京都多摩地区を中心に、舗装工事・土木工事・アスファ

ルト合材販売等の事業活動を展開しており、優秀な技術力のもと、顧客より永年信頼を得ている。 

本件株式交換により、株式会社冨士土木を完全子会社化することで、互いに保持している技術力及び

職員の友好的な相互活用が可能となり、当社の企業価値を更に向上させることができるものと判断して

いる。 

(2) 株式交換の時期 

 
(注) 当社は、会社法796条第３項の規定に基づき、簡易株式交換の手続きにより、株主総会の承認を得ないで行う

予定である。 

(3) 株式交換の内容 

株式会社冨士土木の普通株式１株に対して、当社の普通株式9.5株を割当交付する。 

ただし、当社が保有する株式会社冨士土木の普通株式29,520株については、割当交付を行わない。こ

の株式交換に際し、株式会社冨士土木の株主に対し、当社の普通株式209,000株を割当交付するが、当

社が保有する自己株式をもって行い、新株は発行しない。 

(4) 株式会社冨士土木の概要(平成19年３月31日現在) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

特記事項なし。 

  

子会社で株式交換契約承認株主総会 平成20年１月22日

株式交換の効力発生日（予定） 平成20年２月15日

株式交付日（予定） 平成20年２月15日

名称 株式会社冨士土木

本店所在地 東京都府中市是政５丁目17番５号

事業の内容 舗装工事、土木工事、アスファルト混合物及び砕石の製造販売

資本金 80百万円

純資産 1,076百万円

総資産 3,802百万円



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金預金 19,613 17,357 16,268

受取手形 ※１ 1,284 1,670 1,925

完成工事未収入金 17,236 16,020 25,101

売掛金 8,502 9,000 14,829

有価証券 8,716 9,607 12,710

未成工事支出金 8,488 11,263 6,153

材料貯蔵品 1,084 1,090 942

その他 7,907 7,818 8,801

貸倒引当金 △975 △872 △960

流動資産合計 71,860 49.5 72,956 48.2 85,773 52.8

Ⅱ 固定資産

有形固定資産 ※２

建物 10,849 11,291 11,135

構築物 ― 1,393 1,457

機械装置 9,663 9,960 10,385

車両運搬具 ― 820 795

工具器具・備品 ― 464 500

土地 33,587 34,817 33,444

建設仮勘定 ― 3,588 3,347

その他 3,315 ― ―

有形固定資産合計 57,415 62,337 61,066

無形固定資産 499 655 682

投資その他の資産

投資有価証券 11,017 10,993 10,529

その他 4,507 4,389 4,274

貸倒引当金 ─ △61 ─

投資その他の資産 
合計

15,524 15,322 14,804

固定資産合計 73,439 50.5 78,314 51.8 76,553 47.2

資産合計 145,299 100.0 151,271 100.0 162,326 100.0



前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

工事未払金 14,339 14,193 19,108

買掛金 7,994 8,775 12,355

未払法人税等 379 680 3,574

未成工事受入金 4,943 6,376 3,877

賞与引当金 2,000 2,400 2,650

役員賞与引当金 42 46 84

完成工事補償引当金 70 70 69

工事損失引当金 122 55 6

その他 ※３ 2,554 3,520 4,725

流動負債合計 32,445 22.3 36,117 23.9 46,451 28.6

Ⅱ 固定負債

退職給付引当金 5,658 5,613 5,681

役員退職慰労引当金 401 318 430

その他 ─ 31 ─

固定負債合計 6,060 4.2 5,963 3.9 6,112 3.8

負債合計 38,505 26.5 42,081 27.8 52,563 32.4



 
  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

資本金 19,350 19,350 19,350

資本剰余金

 資本準備金 23,006 23,006 23,006

 その他資本剰余金 4 7 5

   資本剰余金合計 23,010 23,013 23,011

利益剰余金

 利益準備金 3,728 3,728 3,728

 その他利益剰余金

  特別償却準備金 236 156 190

  固定資産圧縮積立金 458 593 623

  別途積立金 59,200 59,200 59,200

  繰越利益剰余金 3,082 6,337 6,617

   利益剰余金合計 66,705 70,016 70,359

自己株式 △4,196 △4,236 △4,209

  株主資本合計 104,871 72.2 108,143 71.5 108,512 66.8

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

1,922 1,046 1,250

  評価・換算差額等 
  合計

1,922 1.3 1,046 0.7 1,250 0.8

純資産合計 106,793 73.5 109,189 72.2 109,762 67.6

負債純資産合計 145,299 100.0 151,271 100.0 162,326 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

完成工事高 44,002 (100.0) 45,174 (100.0) 107,559 (100.0)

製品売上高 22,430 (100.0) 25,566 (100.0) 57,245 (100.0)

売上高計 66,433 100.0 70,740 100.0 164,805 100.0

Ⅱ 売上原価

完成工事原価 41,101 (93.4) 41,801 (92.5) 98,710 (91.8)

製品売上原価 20,394 (90.9) 22,884 (89.5) 49,806 (87.0)

売上原価計 61,496 92.6 64,685 91.4 148,517 90.1

売上総利益

完成工事総利益 2,900 (6.6) 3,373 (7.5) 8,848 (8.2)

製品売上総利益 2,036 (9.1) 2,681 (10.5) 7,438 (13.0)

売上総利益計 4,937 7.4 6,054 8.6 16,287 9.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,277 6.4 4,327 6.2 8,567 5.2

営業利益 659 1.0 1,727 2.4 7,720 4.7

Ⅳ 営業外収益

受取利息 6 5 12

有価証券利息 52 70 113

受取配当金 156 106 163

その他 72 74 156

営業外収益計 287 0.4 256 0.4 445 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※１ 16 0.0 108 0.1 56 0.1

経常利益 931 1.4 1,875 2.7 8,110 4.9

Ⅵ 特別利益 ※２ 184 0.3 28 0.0 472 0.3

Ⅶ 特別損失 ※３ 227 0.4 277 0.4 767 0.5

税引前中間(当期)純利益 887 1.3 1,626 2.3 7,815 4.7

法人税、住民税 
及び事業税

191 0.3 595 0.9 3,520 2.1

法人税等調整額 270 0.4 160 0.2 215 0.1

中間(当期)純利益 426 0.6 871 1.2 4,080 2.5



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 19,350 23,006 3 23,009

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注)１ ―

 役員賞与 (注)１ ―

 特別償却準備金の積立 (注)２ ―

 特別償却準備金の取崩 (注)３ ―

 固定資産 

 圧縮積立金の取崩 (注)４
―

 中間純利益 ―

 自己株式の取得 ―

 自己株式の処分 1 1

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
―

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― 1 1

平成18年９月30日残高(百万円) 19,350 23,006 4 23,010

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却 

準備金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,728 338 463 59,200 3,848 67,579 △4,185 105,754

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注)１ △1,215 △1,215 △1,215

 役員賞与 (注)１ △85 △85 △85

 特別償却準備金の積立 (注)２ 56 △56 ― ―

 特別償却準備金の取崩 (注)３ △158 158 ― ―

 固定資産 

 圧縮積立金の取崩 (注)４
△4 4 ― ―

 中間純利益 426 426 426

 自己株式の取得 ― △13 △13

 自己株式の処分 ― 2 3

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
― ―

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― △102 △4 ― △766 △873 △11 △883

平成18年９月30日残高(百万円) 3,728 236 458 59,200 3,082 66,705 △4,196 104,871



  

 
(注) １ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議における利益処分項目である。 

２ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議における利益処分による積立額39百万円が含まれている。 

３ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議における利益処分による取崩額105百万円が含まれている。 

４ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議における利益処分による取崩額3百万円が含まれている。 

  

評価・換算差額等

純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,079 3,079 108,833

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注)１ ― △1,215

 役員賞与 (注)１ ― △85

 特別償却準備金の積立 (注)２ ― ―

 特別償却準備金の取崩 (注)３ ― ―

 固定資産 

 圧縮積立金の取崩 (注)４
― ―

 中間純利益 ― 426

 自己株式の取得 ― △13

 自己株式の処分 ― 3

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
△1,156 △1,156 △1,156

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△1,156 △1,156 △2,039

平成18年９月30日残高(百万円) 1,922 1,922 106,793



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 19,350 23,006 5 23,011

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ―

 特別償却準備金の積立 ―

 特別償却準備金の取崩 ―

 固定資産 

 圧縮積立金の取崩 
―

 中間純利益 ―

 自己株式の取得 ―

 自己株式の処分 1 1

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
―

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― 1 1

平成19年９月30日残高(百万円) 19,350 23,006 7 23,013

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却 

準備金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 3,728 190 623 59,200 6,617 70,359 △4,209 108,512

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,214 △1,214 △1,214

 特別償却準備金の積立 8 △8 ― ―

 特別償却準備金の取崩 △42 42 ― ―

 固定資産 

 圧縮積立金の取崩 
△29 29 ― ―

 中間純利益 871 871 871

 自己株式の取得 ― △28 △28

 自己株式の処分 ― 1 3

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
― ―

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― △33 △29 ― △279 △342 △26 △368

平成19年９月30日残高(百万円) 3,728 156 593 59,200 6,337 70,016 △4,236 108,143



  

 
  

評価・換算差額等

純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,250 1,250 109,762

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △1,214

 特別償却準備金の積立 ― ―

 特別償却準備金の取崩 ― ―

 固定資産 

 圧縮積立金の取崩
― ―

 中間純利益 ― 871

 自己株式の取得 ― △28

 自己株式の処分 ― 3

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
△204 △204 △204

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△204 △204 △572

平成19年９月30日残高(百万円) 1,046 1,046 109,189



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 19,350 23,006 3 23,009

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注)１ ―

 役員賞与 (注)１ ―

  特別償却準備金の積立 (注)２ ―

  特別償却準備金の取崩 (注)３ ―

  固定資産 
 圧縮積立金の積立

―

  固定資産 
 圧縮積立金の取崩 (注)４

―

 当期純利益 ―

 自己株式の取得 ―

 自己株式の処分 1 1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 1 1

平成19年３月31日残高(百万円) 19,350 23,006 5 23,011

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却 
準備金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,728 338 463 59,200 3,848 67,579 △4,185 105,754

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注)１ △1,215 △1,215 △1,215

 役員賞与 (注)１ △85 △85 △85

  特別償却準備金の積立 (注)２ 62 △62 ― ―

  特別償却準備金の取崩 (注)３ △211 211 ― ―

  固定資産 
 圧縮積立金の積立

166 △166 ― ―

 固定資産 
 圧縮積立金の取崩 (注)４ 

△6 6 ― ―

 当期純利益 4,080 4,080 4,080

 自己株式の取得 ― △28 △28

 自己株式の処分 ― 4 5

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △148 159 ― 2,768 2,779 △24 2,757

平成19年３月31日残高(百万円） 3,728 190 623 59,200 6,617 70,359 △4,209 108,512



 
(注) １ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議における利益処分項目である。 

２ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議における利益処分による積立額39百万円が含まれている。 

３ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議における利益処分による取崩額105百万円が含まれている。 

４ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議における利益処分による取崩額3百万円が含まれている。 
  

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,079 3,079 108,833

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注)１ ― △1,215

 役員賞与 (注)１ ― △85

  特別償却準備金の積立 (注)２ ― ―

  特別償却準備金の取崩 (注)３ ― ―

  固定資産 
 圧縮積立金の積立

― ―

 固定資産 
 圧縮積立金の取崩 (注)４ 

― ―

 当期純利益 ― 4,080

 自己株式の取得 ― △28

 自己株式の処分 ― 5

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△1,828 △1,828 △1,828

事業年度中の変動額合計(百万円） △1,828 △1,828 928

平成19年３月31日残高(百万円） 1,250 1,250 109,762



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評

価方法

有価証券 

 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）

有価証券

 満期保有目的の債券

同左

有価証券

 満期保有目的の債券

同左

 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

 子会社株式及び関連会社株式

同左

 子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

  時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

 その他有価証券

  時価のあるもの

同左

    

 その他有価証券

  時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

たな卸資産 

 未成工事支出金 

  原価法(個別法)

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 材料貯蔵品 

  原価法(最終仕入原価法)

 材料貯蔵品

同左

 材料貯蔵品

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償却の

方法

有形固定資産

  定率法によっている。

  なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っている。

  ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法によっている。

有形固定資産

  定率法によっている。

  なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。

  ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法によっている。

有形固定資産

  定率法によっている。

  なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っている。

  ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法によっている。

 （会計方針の変更）

 法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第6号）及

び（法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年3月30日 

政令第83号））に伴い、当中間

会計期間から、平成19年4月1日

以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく

方法に変更している。

 これにより、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と比

べ、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益が、それぞれ50

百万円減少している。

 （追加情報）

 当中間会計期間から、平成19

年3月31日以前に取得したもの

については、償却可能限度額ま

で償却した翌事業年度から、残

存簿価を５年間で均等償却する

方法によっている。

 これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、

それぞれ147百万円減少してい

る。

無形固定資産

  定額法によっている。

  なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

長期前払費用

  定額法によっている。

  なお、償却期間について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。

長期前払費用

同左

長期前払費用

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金

  債権の回収危険に対処し、

一般債権については貸倒実積

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

賞与引当金

  従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見積額に基づき計上してい

る。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当事業

年度における支給見込額に基

づき、当中間会計期間におい

て発生していると認められる

額を計上している。

役員賞与引当金

同左

役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上している。

（会計方針の変更）

  当中間会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第４

号）を適用している。

  これにより、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益

が、42百万円減少している。

   ――――――― （会計方針の変更）

  当事業年度から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月

29日 企業会計基準第４号）

を適用している。

  これにより、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益

が、84百万円減少している。

完成工事補償引当金

  完成工事に係るかし担保の

費用に備えるため、当中間会

計期間末に至る１年間の完成

工事高に対する将来の見積補

償額に基づき計上している。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

  完成工事に係るかし担保の

費用に備えるため、当事業年

度の完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づき計上し

ている。

工事損失引当金

  当中間会計期間末手持工事

のうち、重要な損失の発生が

見込まれるものについて、そ

の損失見込額を計上してい

る。

工事損失引当金

同左

工事損失引当金

  当事業年度末手持工事のう

ち、重要な損失の発生が見込

まれるものについて、その損

失見込額を計上している。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してい

る。

  なお、会計基準変更時差異

(674百万円)については、８

年による按分額を退職給付費

用から控除している。

  過去勤務債務は、発生した

各事業年度における従業員の

平均残存勤務期間(14～15年)

による定額法により費用処理

している。

  数理計算上の差異は、発生

した各事業年度における従業

員の平均残存勤務期間(14～

15年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理するこ

ととしている。

退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してい

る。

  なお、会計基準変更時差異

(674百万円)については、８

年による按分額を退職給付費

用から控除している。

  過去勤務債務は、発生した

各事業年度における従業員の

平均残存勤務期間(12～15年)

による定額法により費用処理

している。

  数理計算上の差異は、発生

した各事業年度における従業

員の平均残存勤務期間(12～

15年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理するこ

ととしている。

退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認

められる額を計上している。

  なお、会計基準変更時差異

(674百万円)については、８

年による按分額を退職給付費

用から控除している。

  過去勤務債務は、発生した

各事業年度における従業員の

平均残存勤務期間(12～15年)

による定額法により費用処理

している。

  数理計算上の差異は、発生

した各事業年度における従業

員の平均残存勤務期間(12～

15年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理するこ

ととしている。

役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労金の

支払いに備えるため、内規に

基づく中間会計期間末要支給

総額を計上している。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労金の

支払いに備えるため、内規に

基づく事業年度末要支給総額

を計上している。

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。

同左 同左

５ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

いる。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は「純資産の部」の

合計の金額と一致している。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成している。

―――――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準適用指針第8号）

を適用している。

 これによる損益に与える影響はな

い。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は「純資産の部」の

合計の金額と一致している。

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

いる。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間貸借対照表) (中間貸借対照表)

―――――――――――――――  当中間会計期間において、前中間会計期間まで有形固

定資産「その他」に含まれていた「構築物」(前中間会

計期間1,158百万円)、「車両運搬具」(前中間会計期間

801百万円)、「工具器具・備品」(前中間会計期間389百

万円)及び「建設仮勘定」(前中間会計期間965百万円)を

区分掲記した。



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

 

※１ 当中間会計期間末日が休日

（金融機関の休業日）につ

き、中間会計期間末満期手形

は、交換日に入出金の処理を

する方法によっている。

   当中間会計期間末日満期手形

の金額は次のとおりである。

 受取手形 9百万円

 受取手形 
 裏書譲渡高

1,418

 

※１ 当中間会計期間末日が休日

（金融機関の休業日）につ

き、中間会計期間末満期手形

は、交換日に入出金の処理を

する方法によっている。

   当中間会計期間末日満期手形

の金額は次のとおりである。

 受取手形 7百万円

 受取手形
 裏書譲渡高

1,335

 

※１ 当事業年度末日が休日（金融

機関の休業日）につき、事業

年度末満期手形は、交換日に

入出金の処理をする方法によ

っている。

   当事業年度末日満期手形の金

額は次のとおりである。

受取手形 3百万円

受取手形
 裏書譲渡高

1,460

※２ 有形固定資産減価償却累計額

64,783百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

66,286百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

65,265百万円

※３ 消費税等に係る表示

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ金額的重

要性が乏しいため流動負債の

「その他」に含めて表示して

いる。

※３ 消費税等に係る表示

同左

※３   ―――――――

 ○ 受取手形裏書譲渡高

12,949百万円

 ○ 受取手形裏書譲渡高

13,142百万円

 ○ 受取手形裏書譲渡高

15,843百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加        16,223株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の売渡請求による売渡しによる減少 4,215株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１   ─────────

※２ 特別利益の主要項目は、次の

とおりである。

投資有価 
証券売却益

174百万円

 

※１ 営業外費用の主要項目は、次

のとおりである。

貸倒引当金
繰入額

61百万円

※２   ─────────

※１   ─────────

※２   ─────────

※３ 特別損失の主要項目は、次の

とおりである。

固定資産除却損

 建物 29百万円

 機械装置 84

 その他 9

計 124

※３ 特別損失の主要項目は、次の

とおりである。

固定資産除却損

 建物 76百万円

 機械装置 71

 その他 13

計 161

※３ 特別損失の主要項目は、次の

とおりである。

固定資産除却損

建物 56百万円

機械装置 172

その他 74

計 303

 ○ 過去一年間の売上高

  当社の売上高は、通常の営業

の形態として、事業年度の上半

期に発生する売上高と下半期に

発生する売上高との間に相違が

ある。当中間会計期間末に至る

一年間の売上高は次のとおりで

ある。

 ○ 過去一年間の売上高

同左

―――――――

前事業年度 
下半期

95,784百万円

当中間 
会計期間

66,433

計 162,218

前事業年度
下半期

98,372百万円

当中間
会計期間

70,740

計 169,113

 ○ 減価償却実施額

有形固定 
資産

2,171百万円

無形固定 
資産

34

 ○ 減価償却実施額

有形固定
資産

2,483百万円

無形固定
資産

53

 ○ 減価償却実施額

有形固定
資産

4,745百万円

無形固定
資産

75

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 7,369,651 16,223 4,215 7,381,659

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 7,396,096 27,502 3,201 7,420,397



増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加          27,502株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の売渡請求による売渡しによる減少   3,201株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加          33,615株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の売渡請求による売渡しによる減少   7,170株 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 7,369,651 33,615 7,170 7,396,096



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得 
価額 
相当額 
(百万円)

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固
定資産 
(工具 
器具・ 
備品)

1,605 979 626

有形固
定資産
( そ の
他)

3 0 2

無形固 
定資産

1,023 372 651

合計 2,632 1,351 1,280
 

取得
価額 
相当額 
(百万円)

減価
償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固
定資産

( 車 輌
運 搬
具)

25 9 16

( 工 具
器具・
備品)

959 642 316

無形固
定資産

1,069 586 483

合計 2,054 1,238 816

 

取得
価額 
相当額 
(百万円)

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固
定資産

( 車 輌
運 搬
具)

25 12 13

( 工 具
器具・
備品)

1,312 925 387

無形固
定資産

1,046 476 569

合計 2,384 1,414 970

②未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 527百万円

１年超 753

計 1,280

②未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 397百万円

１年超 418

計 816  

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 414百万円

１年超 555

計 970

   なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

している。

同左    なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

③支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 303百万円

減価償却費相当額 303

③支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 226百万円

減価償却費相当額 226

③支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 506百万円

減価償却費相当額 506

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項なし。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項なし。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項なし。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

   ２ １株当たり純資産額及び１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、次のとおりである。 

     (1) １株当たり純資産額 

  

 
  

  (2) １株当たり中間(当期)純利益 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

特記事項なし。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,230.66円 １株当たり純資産額 1,258.83円 １株当たり純資産額 1,265.08円

１株当たり中間純利益 4.92円 １株当たり中間純利益 10.05円 １株当たり当期純利益 47.02円

項目
前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 106,793 109,189 109,762

普通株式に係る 
純資産額

(百万円) 106,793 109,189 109,762

１株当たり純資産額 
の算定に用いられた 
普通株式の数

(千株) 86,777 86,739 86,763

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 426 871 4,080

普通株式に係る 
中間(当期)純利益

(百万円) 426 871 4,080

普通株式の 
期中平均株式数

(千株) 86,784 86,752 86,777



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
   

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第82期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日 
関東財務局長に提出。

有価証券報告書 
の訂正報告書    上記有価証券報告書の訂正報告書 平成19年９月６日 

関東財務局長に提出。



該当事項なし。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月21日

前田道路株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている前田道路株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、前田道路株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋     宏  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  山  毅  章  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月21日

前田道路株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている前田道路株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、前田道路株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋     宏  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  山  毅  章  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月21日

前田道路株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている前田道路株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第82期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、前田道路株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋     宏  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  山  毅  章  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月21日

前田道路株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている前田道路株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第83期事業年度の中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、前田道路株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋     宏  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  山  毅  章  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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